
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

2 0 . 3 . 3 1
1 9 . 3 . 3 1
増  減  率

89,444 人
人
％

95,641
-6.5

89,192 人
人90,527

-1.5 ％

１７ 年 国 調区 　 分

8,509
20.2

第 １ 次

第 ２ 次
6,780
16.1

産　　　業　　　構　　　造

１２ 年 国 調

22.2
10,222

8,657
18.8

第 ３ 次
26,589
63.0

27,076
58.8

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

7,745,131

47,568 0.1

面 　 積
人 口 密 度

(k㎡)
(人)

469.52
191

47,568 0.2
36,365 0.1

都 道 府 県 名
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愛 媛 県

団 体 名

2035

宇和島市

市 町 村 類 型 Ⅱ－１

地方交付税種地 1 - 3

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自動車取得税交付金
軽油引取税交付金
地方特例交付金等

地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税
( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

8,610,699 22.9 8,610,699 36.7
426,567 1.1 426,567 1.8

36,365 0.2
23,146 0.1
820,202 2.2 820,202 3.5
17,338 0.0 17,338 0.1

- - - -
169,681 0.5 169,681 0.7

- - - -

40,726 0.1 40,726 0.2

14,673,918 39.1 13,216,804 56.4
13,216,804 35.2 13,216,804 56.4
1,457,114 3.9 - -
24,889,447 66.3 23,432,333 99.9

15,433 0.0 15,433 0.1
327,286 0.9 - -
689,824 1.8 - -
131,963 0.4 - -
3,729,142 9.9 - -

- - - -
2,684,304 7.1 - -
140,923 0.4 - -
12,117 0.0 - -
92,299 0.2 - -
431,080 1.1 - -
990,484 2.6 3,327 0.0

3,421,006 9.1 - -

37,555,308 100.0 23,451,093 100.0

市 町 村 税 の 状 況
区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

8,610,699

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分
8,610,699 100.0 407,816

100.0 407,816
3,744,640 43.5 115,158
104,931 1.2 -

2,858,868 33.2 -

292,658

251,310 2.9

292,658

37,312
529,531

-

6.1 77,846

-

4,166,152 48.4

-

4,138,110 48.1

-

175,323 2.0
524,584 6.1

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-
- -
- -
- - -
- - -
- - -

407,816

指 定 団 体 等

地 方 特 例 交 付 金
特 別 交 付 金

低 開 発
旧 産 炭
山 振

23,146

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都
近 畿
中 部
市 町 村 圏

現 在 高

財 政 再 建
指数表選定
財 源 超 過

63,963 0.2

○
×
×

0.1

○

63,963

×
×
×
○

-

×
○
×

区 　 　 　 　 分 平成 1 9年度 (千円 ) 平成 1 8年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源
実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

37,555,308 39,937,621
37,538,567 39,506,541

16,741 431,080
14,296 35,525
2,445 395,555

-393,110 363,861
1,135 -
54,952 -

- -
-337,023 363,861

平成１９年度

一
般
職
員
等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員
教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員
合 計

759 2,517,310 3,317
54 166,380 3,081
18 70,230 3,902
- - -
- - -

777 2,587,540 3,330

一 部 事務組合加入の状況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害
非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同
税 務 事 務
老 人 福 祉
伝 染 病

×
×
×
×
○
○
×

し 尿 処 理 ○
ご み 処 理 ○
火 葬 場 ○

○常 備 消 防
小 学 校 ×
中 学 校 ×
そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 18.04.01 8,550
副市区町村長 1 18.04.01 6,780
収 入 役 - - -
教 育 長 1 18.04.01 5,970
議 会 議 長 1 18.04.01 4,370
議 会 副 議 長 1 18.04.01 3,730
議 会 議 員 28 18.04.01 3,540

性 質 別 歳 出 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 7,885,758 21.0 7,298,898 7,092,240 29.0
う ち 職 員 給 4,758,054 12.7 4,272,779 - -
扶 助 費 6,070,586 16.2 2,108,865 2,086,703 8.5
公 債 費 5,508,286 14.7 5,276,165 5,221,213 21.4
元 利 償 還 金 5,506,264 14.7 5,274,143 5,219,191 21.4
一 時 借 入 金 利 子 2,022 0.0 2,022 2,022 0.0

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

19,464,630 51.9 14,683,928 14,400,156 59.0
3,078,027 8.2 2,299,161 1,968,538 8.1

維 持 補 修 費 110,961 0.3 71,334 71,334 0.3
補 助 費 等 4,284,872 11.4 3,665,657 2,992,985 12.3
うち一部事務組合負担金 1,823,085 4.9 1,823,085 1,783,163 7.3
繰 出 金 4,275,674 11.4 3,780,194 3,220,704 13.2
積 立 金 1,018,950 2.7 64,386 - -
投資・出資金・貸付金 1,195,102 3.2 759,441 - -
前年度繰上充用金 - - -

4,110,351 10.9投 資 的 経 費 1,386,428
93,423 0.2う ち 人 件 費 60,490

3,939,095 10.5普 通 建 設 事 業 費 1,352,337

0.3

4.3

23,237

1,993,436 5.3 1,251,005
災 害 復 旧 事 業 費

1,630,803 66,072

171,256 0.5 34,091
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

37,538,567 100.0 26,710,529

内
訳

経常経費充当一般財源等計

92.8

千 円

経  常  収  支  比  率

26,727,270

％ ％

19.7

(減収補てん債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成18年度 (千円)

20.2

19,678,409

うち減収補てん債(特例分)

議 会 費
区  分 決 算 額 (Ａ)

265,859
構成比

0.7

( Ａ ) の うち
普通建設事業費

-

( Ａ ) の
充当一般財源等

265,854
総 務 費 4,658,687 12.4 78,174 2,994,515
民 生 費 11,296,195 30.1 117,583 6,454,531

4,139,556衛 生 費 11.0 126,301 3,729,814
労 働 費 104,844 0.3 - 38,816
農 林 水 産 業 費 3,176,220 8.5 1,785,619 1,587,836
商 工 費 542,194 1.4 7,874 258,813
土 木 費 3,175,014 8.5 1,576,961 1,897,304
消 防 費 1,438,558 3.8 48,176 1,319,775
教 育 費 2,991,224 8.0 127,733 2,782,341
災 害 復 旧 費 171,256 0.5 - 34,091
公 債 費 5,508,286 14.7 - 5,276,165
諸 支 出 費 70,674 0.2 70,674 70,674
前年度繰上充用金 - - - -

9,981,094

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 37,538,567 100.0 3,939,095 26,710,529
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計
下 水 道
病 院
上 水 道
簡 易 水 道
国民健康保険
そ の 他

5,490,798
832,881
645,665

226,060
1,086,110

569,459

2,130,623

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 -283,326
再 差 引 収 支 -469,920
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 23,627
被 保 険 者 数 ( 人 ) 47,474

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 67
国 庫 支 出 金 85
保 険 給 付 費 164

区 　 　 　 分 平成19年度 (千円)

23,392,494

基 準 財 政 収 入 額 7,594,168
基 準 財 政 需 要 額 19,361,092
標 準 税 収 入 額 等 9,818,023
標 準 財 政 規 模 23,034,827
財 政 力 指 数 0.38
実 質 収 支 比 率 0.0
経 常一般財源等比率 97.7
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 820,099
減  債 245,884
特 定 目 的 2,145,712

地 方 債 現 在 高 44,404,341
う ち 政 府 資 金 32,212,651

（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 8,021
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 954,956
実質的なもの 765,862

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 1,178,352
徴
収
率
現
年計

97.3 92.4
97.5 94.7
96.8 89.7

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)
(％)
(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

(特別区財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.37

債
務
負
担
行
為
額

4

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
963,881 2.6 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-
-

-法 定 外 目 的 税

8,610,699
- -

100.0

1.7
101.2

-
18.2
175.2 -

818,964
293,441

1,171,509
45,604,145
33,760,333

の 指 定 状 況

18.4実質公債費比率(％)

320,064
-

1,232,188
1,478,220

-
1,178,164
97.8 92.7
98.3 95.0
97.3 90.2

連結実質赤字比率(％)

×
×

健
全
化
判
断
比
率

0.1 23,237 0.1

22,653,717

96.6

旧 新 産
旧 工 特

３．実質公債費比率の平成18年度の数値は、平成18年度決算に基づく数値である。
４．平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で健全化判断比率を算定していない団体については、「－」としている。
５．特別職等の定数等については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「－」としている。

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。


